（様式第１号）（第２条関係）
長野県産業投資応援条例に基づく不動産取得税
の課税免除認定申請書
年　　月　　日　　
　　　長野県知事　殿
住 （居） 所　　　　　　　　　　　
（所 在 地）　　　　　　　　　　　
氏　　　  名　　　　　　　　　　　
（法 人 名）　　　　　　　　　　　
　　長野県産業投資応援条例第２条第１項の規定により、課税免除の対象となる家屋等の取得をした者であることの認定を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
	新（増）設した事業所等
	名　称
	

	
	所在地
	

	当該家屋において行って
いる事業　　　　　　　
	業　種
	

	
	内　容
	

	当該家屋等を事業の用に供した年月日
	　　　　　　年　　月　　日

	家　　　　　　　屋
	所在地番
（家屋番号）
	用途
	構　造
	延　床
面　積
	建設着手
年　月　日
	取　得
年月日

	
	
	
	
	㎡
	年　月　日
	年　月　日

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	土　　　　　　　地
	所在地番
	地目
	用　途
	地　積
	取　得
年月日
	当該土地上
の家屋建設
着手年月日

	
	
	
	
	㎡
	年　月　日
	年　月　日

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	







（様式第２号）（第２条関係）

設備の取得明細書

	資産名
	細　目
	数　量
	取得価格
	取得年月日
	購入先
	備　考

	
	
	
	円
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



（注）　１　この明細書は、新設又は増設を完了した日（又は事業の用に供した日）現在の対象設備について記入すること。
　　　　２　資産名欄は、対象設備を建物（附属設備を含む。）、構築物、機械装置、車両運搬具及び工具備品に区分して記入し、それぞれの資産ごとに小計項を設けること。
　　　　３　細目欄は、建物にあっては棟ごとにその略称名を、その他の資産にあっては種類ごとに施設名又は物件名を記入すること。
　　　　　４　建物については、その建設着手年月日を備考欄に記入すること。


（様式第３号）（第２条関係）

土地の取得明細書


	所在地番
	地　目
	地　積
	取得年月日
	家屋建設着手
年　月　日
	備　考

	
	
	㎡

	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




（様式第４号）（第２条関係）
 
	区　　分
	年　月　日
	既設生産設備に従事する
雇用者数
	新（増）設した対象設備に従事する雇用者数
	厚生施設の雇用者その他直接生産に関係のない
雇用者数
	計

	
	
	常勤雇用者
	その他の者
	常勤雇用者
	その他の者
	常勤雇用者
	その他の者
	

	建設を開始した日の前日
	
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	供用開始日
	
	
	
	
	
	
	
	

	供用開始日の属する事業年度終了日
	
	
	
	
	
	
	
	

	備　　　考
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）常勤雇用者とは、雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者で、期間の定めのない労働契約を締結しているものをいう。



（様式第５号）（第２条関係）
付　　加　　価　　値　　額　　計　　算　　書
（単位：千円）
	区　　分
	年　月期末
	①売上高
	費用総額
	⑤給与総額
	⑥租税公課
	⑦付加価値額
(①－④＋⑤＋⑥)

	
	
	
	②売上原価
	③販売費及び一般管理費
	④計
（②＋③）
	
	
	

	供用開始
前年度時
	
	
	
	
	
	
	
	ａ



	供用開始後
１年経過時
	
	
	
	
	
	
	
	

	供用開始後
２年経過時
	
	
	
	
	
	
	
	

	供用開始後
３年経過時
	
	
	
	
	
	
	
	

	供用開始後
４年経過時
	
	
	
	
	
	
	
	

	供用開始後
５年経過時
	
	
	
	
	
	
	
	ｂ



	備　　　考
	（付加価値額の計算）
　　　　　　　　　　（ｂ）　　　　　　　　千円　－　（ａ）　　　　　　　　千円　＝　　　　　　　　千円


（注）この計算書は、新設又は増設した対象設備に係る事業に関するものについて記入すること。


（様式第６号）（第４条関係）
長野県産業投資応援条例に基づく不動産取得税
の課税免除申請書
年　　月　　日　　
　　　長野県　　　県税事務所長　殿
住 （居） 所　　　　　　　　　　　
（所 在 地）　　　　　　　　　　　
氏　　　  名　　　　　　　　　　　
（法 人 名）　　　　　　　　　　　
　　長野県産業投資応援条例第２条第２項の規定により、下記のとおり不動産取得税の課税免除をしてください。
記
	新（増）設した事業所等
	名　称
	

	
	所在地
	

	当該家屋において行っている事業
	

	供用開始日
	　　　　　　　　年　　月　　日

	課税免除の対象不動産であることが承認された日
	　　　　　　　　年　　月　　日

	家　　　　　　屋
	所在地番
（家屋番号）
	用　途
	構　造
	延　　床
面　　積
	取　得
年月日
	課税免除対象
部分の床面積

	
	
	
	
	㎡
	
	㎡

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	土　　　　　　地
	所在地番
	地　目
	用　途
	地　積
	取　得
年月日
	課税免除対象部分の地積

	
	
	
	
	㎡
	
	㎡

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	




